
１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　投資有価証券は移動平均法による原価法を採用している。

（２）棚卸資産の評価方法
　　　　貯蔵品は最終仕入原価法による原価法によっている。

（３）固定資産の減価償却方法
　　　　建　　　物・・・・・定額法によっている。　
　　　　什器備品・・・・・定率法によっている。　
　　　　ソフトウェア・・・・・定額法によっている。　

（４）リース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
　　　　ついては、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっている。

（５）消費税等の会計処理
　　　　税込み方式による。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
      基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高
基本財産
　土地 193,398,084 0 0 193,398,084
  建物 103,552,052 0 3,222,489 100,329,563
　基本財産普通預金 23,586,332 0 0 23,586,332
　投資有価証券 10,000,000 0 0 10,000,000

　　小 計 330,536,468 0 3,222,489 327,313,979
特定資産
　減価償却引当資産 12,576,953 0 853,200 11,723,753
　人材育成事業用準備資金 3,000,000 5,000,000 0 8,000,000
　コンクール積立資金 5,000,000 0 5,000,000
　コンクール準備資金 0 1,000,000 0 1,000,000

　　小 計 20,576,953 6,000,000 853,200 25,723,753

    合 計 351,113,421 6,000,000 4,075,689 353,037,732

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
      基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 当 期 末 残 高
（うち指定正味財産か
ら の 充 当 額 ）

（うち一般正味財産か
ら の 充 当 額 ）

（うち負債に対応する
額 ）

基本財産
　土地 193,398,084 (193,398,084) (0) (0)
  建物 100,329,563 (69,753,849) (30,575,714) (0)
　基本財産普通預金 23,586,332 (23,586,332) (0) (0)
　投資有価証券 10,000,000 (10,000,000) (0) (0)

　　小 計 327,313,979 (296,738,265) (30,575,714) (0)
特定資産
　減価償却引当資産 11,723,753 (0) (11,723,753) (0)
　人材育成事業用準備資金 8,000,000 (0) (8,000,000) (0)
　コンクール積立資金 5,000,000 (5,000,000) (0) (0)
　コンクール準備資金 1,000,000 (0) (1,000,000) (0)

　　小 計 25,723,753 (5,000,000) (20,723,753) (0)

    合 計 353,037,732 (301,738,265) (51,299,467) (0)

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科 目 取 得 価 額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

基本財産
建物

119,351,494 19,021,931 100,329,563

その他の固定資産
建　物

41,730,102 6,666,379 35,063,723

その他の固定資産
什器備品

7,357,556 5,512,365 1,845,191

その他の固定資産
ソフトウェア

923,162 384,650 538,512

    合 計 169,362,314 31,585,325 137,776,989

５　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
内　　容 金　　額

経営収益への振替額
減価償却費計上による振替額 2,241,420
基本財産受取配当金 1,000,000
基本財産受取利息 234

    合 計 3,241,654

財務諸表に対する注記


